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研究要旨
尿ナトリウム・カリウム比（尿ナトカリ比）は高血圧のみならず、肥満やメタボリックシンド

ロームの有病率との正の関連が報告されている。このことから、減量支援の一つとして、食
塩のみならず、カリウム摂取を考慮した食事指導を併せて実施することが必要である可
能性が考えられる。そこで本担当では「見える化」による減量支援方法を検討すべく、減塩

・カリウム摂取増加・尿ナトカリ比に焦点を当てた減量支援方法および問診項目の検討を目

的とした。その結果、指導者の視点に基づく「CHECK POINTS」と、対象者が実践しやすい

目標設定である「ACTION LISTS」で構成される習熟度別の保健指導教材を開発した。さらに、

減量支援において不可欠なエネルギーに着目し、若年層が利用する外食メニューにおいて、

食塩量・カリウム量の情報にエネルギーを加味して可視化した教材も整備した。

今後は令和8年度より実際のフィールドに導入し、減量支援方法としての有効性を継続して

検討する予定である。

Ａ．研究目的
 現在、ナトリウムの摂取量と野菜や果物等
に含まれているカリウムの摂取量のバラン
スを表す尿ナトリウム・カリウム比（以下、
尿ナトカリ比）が注目されており、高血圧や
循環器疾患リスクとの正の関連が国内外で
報告されている 1,2）。

一方で、世界 4 か国の男女 4,700 人におい
て、食塩摂取量と Body Mass Index（BMI）や
肥満あるいは過体重の有病率と正の関連が
示された報告 3）や、中国の男女約 6 万人に
おいて、尿ナトカリ比 1 標準偏差上昇あた
り、メタボリックシンドロームの有病率が 3
％上昇した報告 4）、女子大学生・大学院生 43
人において、対照食群・減塩食群・増カリウ
ム食群に分けて 2 週間摂取した結果、増カリ
ウム食群で体重や BMI が低下した報告 5）な
ど、減塩・カリウム摂取増加（尿ナトカリ比
の低下）は高血圧や循環器疾患のみならず、
肥満や BMI、メタボリックシンドロームに
も関連していることが報告されている。

また、近年では簡便に尿中のナトカリ比を
測定できるデバイスも開発されており、採血
と異なり負担もなく簡便かつ客観的に食事
の改善を評価することができる指標の一つ
であることが報告されている 6）。

以上より、減量支援の一つとして、食塩摂

取に関する指導は重要であるが、食事指導の
幅を広げるために食塩のみならずカリウム
摂取も含めた食事指導を併せて実施するこ
とも必要である可能性が考えられる。

本分担では「見える化」を取り入れた減量
支援方法を検討すべく、「減塩」「カリウム
摂取増加」「尿ナトカリ比」に焦点を当てた
減量支援方法や問診項目を検討することを
目的とした。

Ｂ．研究方法
「減塩」「カリウム摂取増加」「尿ナトカ

リ比」に焦点を当てた減量支援方法の一環と
して、ICT を用いた保健指導教材を開発し
た。
また、保健指導を実施する保健師・管理栄養
士が指導現場での目標設定や振り返りに活
用できる項目として、現段階で検討している
問診項目を活用した。

保健指導教材については、減塩・カリウム
摂取増加に関する教材を初級者向け、中・上
級者向けの 2 種類作成した。 

さらに減量を主目的とする保健指導の現
場では、エネルギーを考慮することが重要で
あるため、若年層が利用すると想定される外

食メニューにおいて、食塩量やカリウム量の
みならず、エネルギーの情報を加味した教材
も整備した。
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（倫理面への配慮） 
 文献検索および教材作成のため該当無し 
 
Ｃ．研究結果 
 「減塩」「カリウム摂取増加」「尿ナトカ
リ比」に焦点を当てた減量支援方法の一環と
して、ICT を用いた保健指導教材を開発し
た。保健指導教材は、保健指導を実施する保
健師・管理栄養士が指導現場での目標設定や
振り返りに活用できる「CHECK POINTS」
と、対象者が実践しやすい目標項目となる
「ACTION LISTS」で構成し、初級者向け、
中・上級者向けの２種類を作成した。
「CHECK POINTS」は標準的な健診・保健指
導プログラム（標準的な質問票（独自に追加
する場合に有用と考えられる質問項目））の
項目や、関連する先行研究をもとに、初級者
向けでは３項目、中・上級者向けでは２項目
作成した。「ACTION LISTS」は令和 6 年度
厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖
尿病等生活習慣病対策総合研究事業）生活習
慣の行動変容を促す効果的な保健指導のエ
ビデンス創出に資する研究（２４ＦＡ１０１
３）の成果を活用し、各カテゴリから減塩・
カリウム摂取に関する項目や、関連の先行研
究をもとに、初級者向け、中・上級者向けそ
れぞれ４項目を作成した。初級者向けでは誰
もが取り組みやすい内容を中心に、中・上級
者向けでは主に調理方法での工夫を中心に
作成した。 

また減量を主目的にする保健指導におい
ては、エネルギーを考慮することが重要であ
るため、保健指導教材の一部として、若い世
代が利用すると想定される外食メニューに
おいて、食塩量やカリウム量のみならず、エ
ネルギーの情報を加味したメニューの一覧
表を作成した。メニューは「昼食編」「居酒
屋編」に分けて作成し、さらに各メニューの
エネルギー・食塩量・カリウム量を可視化す
るための教材も開発した。 
 
D．考察 
 本担当では、「見える化」を取り入れた減
量支援方法を検討すべく、「減塩」「カリウ
ム摂取増加」「尿ナトカリ比」に焦点を当て
た減量支援方法や問診項目を検討すること
を目的とした。 

減量支援の一つとして、食塩のみならずカ
リウム摂取も含めた食事指導を併せて実施

することが必要である可能性が考えられた
が、同時に減量を主目的にする保健指導にお
いては、エネルギーを考慮することも重要で
ある。例えば、いり落花生（２０ｇ）の食塩
相当量は０ｇ7）、カリウムは１５０mg7）であ
るが、エネルギーは１２３kcal7）であるため、
過剰摂取には注意を要する。このように、食
塩量が少なく、カリウム量が多い食品が必ず
しも低エネルギー食品とは限らない。そのた
め、エネルギーを考慮しつつ、「減塩」「カ
リウム摂取増加」を可視化した教材を整備し
たことは、対象者が日常生活において適切な
食品選択を実践する上で有用である可能性
が考えられた。 

令和６年度厚生労働科学研究費補助金（循
環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究
事業）生活習慣の行動変容を促す効果的な保
健指導のエビデンス創出に資する研究（２４
ＦＡ１０１３）で実施したインタビューの結
果から、特定保健指導の実施者がアウトカム
評価を達成するための一つの方法として、
ICT の活用やセルフモニタリングといった“
見える化”が有用である可能性が明らかとな
った。また、近年では尿ナトカリ比を簡便に
測定できるデバイスを特定健診や特定保健
指導等の現場で活用し、“見える化”を進め
ている自治体があることも報告されている
6）。これらの背景から、デバイスの活用によ
る数値の可視化、およびそれに基づく支援教
材の開発は、今後の保健指導において重要な
要素となることが考えられた。 

令和８年度より実際のフィールドで導入
する予定であるため、「エネルギー」「減塩」
「カリウム摂取増加」に焦点を当てた減量支
援方法について更なる検討を引き続き実施
する予定である。 

 
E．結論 
 本担当では、「見える化」を取り入れた減
量支援方法を検討すべく、「減塩」「カリウ
ム摂取増加」「尿ナトカリ比」に焦点を当て
た減量支援方法や問診項目を検討すること
を目的とし、「減塩」「カリウム摂取増加」
「尿ナトカリ比」に焦点を当てた減量支援方
法の一環として、ICT を用いた保健指導教材
を作成した。さらに、減量支援において不可

欠なエネルギーに着目し、エネルギーを考慮
しつつ、「減塩」「カリウム摂取増加」を可
視化した教材も整備することができた。令和
８年度より実際のフィールドで導入する予
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定であるため、「エネルギー」「減塩」「カ
リウム摂取増加」に焦点を当てた減量支援方
法について更なる検討を引き続き実施する
予定である。 
 
F．健康危険情報 
なし 

 
G．研究発表 
１．論文発表（書籍を含む） 

なし 
２．学会発表 
 なし 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
１．特許取得 
 なし 
２．実用新案登録 
 なし 
３．その他 

なし 
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